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１ 趣 旨 
平成 26 年に批准した「障害者権利条約」では、「障害者の生涯学習の機会の確

保」が明示的に盛り込まれた。一方で、特別支援学校等を卒業した障害者の学習

機会が不足している現状があり、障害者が生涯を通じて教育やスポーツ、文化な

どの様々な機会に親しみ、豊かな人生を送ることができる環境の整備が急務とな

っている。 
そのため、本表彰は、障害者の生涯を通じた多様な学習を支援・実践する活動

（以下、「障害者の生涯学習支援活動」という。）について、その内容が他の模範

と認められるものに対し、その功労・功績をたたえ文部科学大臣が表彰するとと

もに、その取組を全国に広く周知し、障害者の生涯学習の推進に資することを目

的とする。 
 
２ 表彰の種類 
表彰の種類は次のとおりとする。 

（１）「障害者の生涯学習支援活動功労者表彰」（以下、「功労者表彰」という。） 
これまでの長期に渡る活動の功績を讃えるもの。 

（２）「障害者の生涯学習支援活動奨励活動表彰」（以下、「奨励活動表彰」という。） 
活動に顕著な成果があり、今後の発展や他への普及が大いに期待されるも

の。 
 

３ 表彰の対象 
表彰の対象は、「障害者の生涯学習支援活動」の普及及び発展のために尽力・貢

献し、障害者とその保護者、支援者、専門家等の意見や状況等を反映しつつ、社会

教育やスポーツ、文化芸術、情報保障、普及啓発等の分野において、活発かつ継続

的に実施される、障害者の生涯学習支援活動及びその活動を行う個人又は団体（以

下、「対象」という。）であり、その活動内容が他の活動と比較して顕著に優れ、他

の模範と認められるものとする。 
また、地域の実情や特色に応じ、効果的かつ持続可能な活動が行われていること

を要する。ただし、学校における教育課程内の活動や参加者が児童・生徒のみに限

定されている活動、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）に基づく障害児

通所支援内での活動、財政的援助をしたに過ぎない活動、個人の公務員が職務とし

て実践した活動は、対象としないものとする。 
 



 

（１）功労者表彰（個人、団体） 
引き続いて１０年以上、「障害者の生涯学習支援活動」の普及及び発展のた

めに尽力し、顕著な成果を上げた個人又は団体（社会教育施設や社会教育関係

団体、スポーツ団体、文化芸術活動を行う団体、社会福祉法人、特定非営利活

動法人、学校、企業等）を対象とする。 
（２）奨励活動表彰（活動） 

引き続いて３年以上の「障害者の生涯学習支援活動」にかかる活動の実績が

あり、独創的な実践により顕著な成果を上げ、今後もその成果や発展が期待さ

れる活動を対象とする。 
 

４ 被表彰対象候補の選考 
文部科学省は、上記３を満たす対象のうち、上記２の各表彰にふさわしいと判断

するものについて、被表彰対象候補とすることができる。被表彰対象候補の選考に

あたっては、都道府県及び指定都市（以下、「都道府県等」という。）に推薦依頼を

行うものとする。 
（１）都道府県等における推薦 
 ① 方法 

都道府県等は、上記３を満たす対象を文部科学大臣に推薦することができる。

都道府県等は、教育部局に限らず、庁内のスポーツ、文化、福祉、労働部局等

と密に連携しつつ、管下の市町村とも協力し、民間団体等が行う活動を含めて、

幅広く域内の取組を把握した上で、推薦を行うものとする。 
推薦に当たっては、別紙の推薦様式に推薦の理由等を記載し、文部科学大臣

に提出するものとする。 
② 推薦数 

都道府県等は、域内の対象のうち、都道府県にあっては上記２の各表彰の対

象を合わせて２件以内（ただし、特別区を含む東京都にあっては合わせて２件

以内の推薦分をこれに加えることができる。）、指定都市にあっては上記の２の

各表彰の対象を合わせて１件を推薦することができる。なお、上記２の各表彰

のいずれを推薦するかは各都道府県等において判断するものとする。 
（２）その他 

文部科学省は、上記に基づく都道府県等からの推薦のほかに、学識経験者及

び関係機関の意見等を参考に、表彰するにふさわしいと判断する対象を、被表

彰対象候補に加えることができる。 
 
５ 被表彰対象の審査及び決定 
文部科学大臣は、上記４により推薦された対象について、学識経験者等の意見を

聞いて審査を行い、被表彰対象を決定する。 
 
６ 受賞歴について 
当該表彰の同一の事由による受賞は１回限りとする。ただし、他の表彰等の受賞

歴は問わない。 



 

 
７ 欠格事由 
 功労者表彰の被表彰対象候補となる者及び奨励活動表彰の被表彰対象候補とな

る活動をする者が、次の各号のいずれかに該当する場合は、被表彰対象となること

ができない。 
（１）刑事事件に関して、現に起訴されている者又は刑に処された者（刑の消滅

したものを除く。） 
（２）その他被表彰対象とすることが適当でないと認められる者 

 
８ 表彰の期日等 
文部科学省において別に定める。 

 
９ 表彰の取消 
次に該当する場合は、表彰を取り消すことができる。 

（１）被表彰対象に関する推薦書に不実な記載があると判明したとき。 

（２）被表彰対象において、本表彰の趣旨を損なう行為があったとき。 
 
１０ 本表彰にかかる事務 
本表彰にかかる事務については、関係局課の協力を得て、文部科学省総合教育政

策局男女共同参画共生社会学習・安全課障害者学習支援推進室において処理する。 
 
１１ 補則 
その他表彰の実施に必要な事項は別に定める。 

 
附 則 
１ この決定は、平成２９年５月９日から実施し、平成２９年度の表彰から適用す

る。 
附 則 
１ この決定は、平成３０年１０月１６日から実施し、平成３０年度の表彰から適

用する。 
附 則 
１ この改正は、令和元年５月３１日から実施し、令和元年度の表彰から適用す

る。 
附 則 
１ この改正は、令和５年５月２４日から実施し、令和５年度の表彰から適用す

る。 
附 則 
１ この改正は、令和７年５月１４日から実施し、令和７年度の表彰から適用す

る。 


